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Ⅰ．はじめに
　1840 年アヘン戦争以降，中国はヨーロッパ列強の武
力により「門戸の開放」を強いられた。その結果，中
国大陸沿海一帯は外国資本による経済的な影響を受け，
産業近代化への道を歩み始めることになった。1858 年
の「天津条約」により中国最南端の通商港とされた瓊州
（海南島，当時広東省の管下）もその例外ではなかった。
1897 年，広州湾と東京湾（ベトナム）に勢力をもつフ
ランスとの間で「海南島不割譲条約」が交わされ，国際
関係上における海南島の地位が特殊化された (1)。従って，
海南島は長期間にわたって，フランスやイギリス等外国
資本の影響を受けながらも，列強の領土的支配を受ける
ことはなく，比較的平穏な国際環境の中に置かれてい
た。にもかかわらず，中華民国時期（以下民国時期）ま
で海南島の経済的開発の進展はあまり見られなかった。
　やがて，1911 年に辛亥革命が勃発し，翌 1912 年に中
華民国政府が成立した。1919 年，孫文は「建国方略」
の中で，辺境にある海南島の開発について，すでに「海
南島は元来頗る富んでいる地である…もし全島を悉く開
発せしむれば，海口港は出入の貨物ために輻輳するに至
らん」 (2) と述べていた。その後，おおよそ 1920 年以降
から海南島の国防建設のための産業開発が行なわれるよ
うになった。
　民国時期海南島の開発に関する先行研究は，主に以下
の 2 件がある。呉建新の「抗戦以前海南島熱帯農業資源
的研究與開発」（『中国農史』1989 年第 2 期）は，民国
海南島政府歴代の開発概況，瓊崖農業研究会の活動およ
び華僑の熱帯作物栽培活動を中心に述べ，華僑が海南島
熱帯農業の発展に重大な貢献をなしていたと指摘してい
る。何瑜の「近代海南島開発」（『歴史档案』1992 年 2 期）
は，資本主義の侵入と海南島経済の奇形的発展，光緒年
間（1871-1908）の海南島開発及び清末民初華僑の海南
島開発活動という三部分に分けて述べており，同じく，
民国初期華僑による海南島開発の功績を称賛している。
両者とも，華僑による開発活動を主な視点として考察し
ているため，海南島開発活動の全体像およびその歴史的
位置は明らかにされなかった。
　筆者は，海南島農業近代化の歴史的プロセスを解明す
ることは，現在の海南島農業発展に寄与するところが大
きいと考える。そして，民国時期・日本占領時期・新中
国初期を含む近代の海南島農業開発の歴史的関連性を明
らかにする必要があると考える。筆者は，すでに日本占
領時代の海南島農業調査の全貌を解明し，海南島の農業
開発は台湾経験と海南島独自の政策によるものであった
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ことを明らかにした (3)。しかし，それ以前の民国時期海
南島開発の実態及び両時期の開発状況の関係は，まだ未
解明で重要な課題である。
　本稿は，戦前期における各種の海南島調査資料・民国
档案（公文書）・海南省誌・新聞雑誌を使用・分析し，
上記の先行研究を継承・発展し，筆者のこれまでの研究
成果を取り込み，民国時期における海南島の開発状況と
その成果を明らかにし，その歴史的意義，日本占領時期
の開発との関連性を解明したいと考える。
　なお，本稿は，中華民国成立の 1912 年から日中戦争
勃発の 1937 年までを考察対象としている。
Ⅱ．民国時期の海南島行政機関
　民国時期海南島の開発は，海南島の行政機関の変化頻
度，いわゆる政局の安定如何と大きな関連性を持ってい
た。海南島政局の変化について，『海南省誌』政府誌（2003）
は，以下のように記している。
　1911 年 10 月，辛亥革命により清朝政府が滅び，瓊崖（海
南島）駐在軍統帥劉永滇は瓊崖の独立を告げた。しかし
劉永滇はすぐに辞任し，趙士槐，黄明堂が相次いで瓊崖
安撫使となった。
　1912 年 2 月，広東軍政府委任区金均が瓊崖民政総長
となり，民政事務を担当した。同年 11 月，瓊崖綏靖処
が成立し，古応芬は処長を務めた。
　1913 年には，瓊崖鎮守府が成立し，軍政と民政を職
掌した。また，同年 8 月瓊崖綏靖督弁に改設され，同督
弁が軍務政務の管理に当った。
　翌年（1914）5 月北洋政府は「道官制」を公布し，海
南島に瓊崖道を設置し，道伊１名を置いた。道機関は尹
公署とも称せられた。
　1920 年道制が廃止された。その後，瓊崖善後処が設
置され，粤軍旅長鄧本殷が処長となり，本島の軍政権を
掌理した。
　1926 年には国民革命軍は，軍閥鄧本殷を追放し，広
東政府管轄下に瓊崖行政区委員会を設立した。
　1928 年 4 月には，広東政府は瓊山府に広東南区善後
公署を設置し，軍務・政務両処を職掌し，さらに，その
下に参謀・軍法・行政・調査等の７科を置いた。
　1929 年 5 月南区善後公署が撤廃され，瓊崖実業專員
公署が成立し，翌月元公署参謀長黄強が瓊崖実業專員公
署專員に命じられた。
　1932 年 3 月瓊崖特別行政公署が成立して間もなく，8
月同公署が撤回された。広東省政府は，瓊崖綏靖委員会
公署の設立を決定し，全島の軍民行政の最高機関とし
た。翌年 8 月「囲剿」（黎族の反乱を討伐すること）後
の「善後」（後始末）工作を完全にするために瓊崖撫黎
專員公署が設置され，さらに撫黎・化黎措置（黎族を宣
撫・開化する措置）が実施され，1935 年同公署が廃止
された。
　1935 年 3 月国民政府は五指山（本島の中部にある最
高峰）附近の各県境内の黎区に 12 峒（部落）を区画し，
白沙，保亭，楽東三県の下に置き，行政管理を強めた。
　1936 年 9 月広東全省は 9 つの行政督察区に分けられ，
行政督察專員が設置された。海南島は第九区となり，専
員公署と瓊山県政府とが合併された。1945 年まで海南
島は依然として，第九区行政督察専員公署管内にあり，
その後の機関沿革については，本稿では考察対象外であ
るので，省略する。
　以上の民国時期海南島の行政機関の概略は，表１瓊崖
民国政府機関長官の任期及び調査開発活動・成果に示し
てあるとおりである。
　表 1 によると，1912 年民国時期成立から 1939 年日本
軍による海南島占領前の 27 年間に，海南島行政機関名
が少なくとも 15 回も変更され，海南島の行政長官にあ
たる人物は 30 人に達した。これは，民国時期海南島の
政局が如何に不安定であったかを示している。また，計
画された調査開発活動数は約 10 件であるが，実際着手
され，完成したものは 1 件もなかった。これは，民国初
期の軍閥割拠の中，海南島を管轄していた広東省地方の
各勢力の権力闘争による本島政局不安定の悪い影響を受
けたからであると考えられる ( 注 1)。
　さて，計画・実施された調査開発活動の詳細は，次節
から考察してみたい。
Ⅲ . 民国時期海南島の調査活動
　民国時期海南島の産業調査は，主に 1920 年代の広東
省政府によるものと 1930 年代の民間の学界・経済界に
よるものであった。その概況は以下の通りである。
　民国 3 年（1914）広東省広州府新寧人李壽如は，広東
督弁龍済光の部下広東民政長官の命令を受け，海南島に
赴いて調査を行い，同島産業不振の原因を探り振興の策
を図った (4)。李壽如の「瓊崖実業」と題された調査復命
書は，「路改・航改・塩改・漁改・森林・鉱山・官有荒
蕪地・産物・黎民・銀行」等の 10 項目にわけて述べられ，
特に当面の急務としては荒地の開墾・鉱山の開堀である
と指摘されている (5)。広東督軍李烈均時代の 1921 年頃，
広東政府は台湾総督府と折衝し，日中共同で海南島開発
の議案を制定した。そのため中国側は彭程万・殷汝麗を
派遣し，日本側は台湾総督府専売局嘱託村上勝太を派遣
し，海南島の産業調査を行なわせた (6)。後に彭程万・殷
汝麗と村上勝太は各々調査内容を『海南島事情第二』（『瓊
崖実業調査報告書』台湾総督府官房調査課訳 1921）と『海
南島事情第三』（台湾総督府官房調査課 1922）にまとめ
て刊行した。
　1928 年，陳銘枢は広東省南区善後公署（雷州半島と
海南島を管轄する）及び広東省政府に在職中，海南島
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表１　瓊崖民国政府機関長官の任期及び調査開発活動・成果の概況
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施政の参考に供するため，13 名の調査員を同島に派遣
した。全島 13 県において各事業の実地調査が行われ，
1933 年実地調査報告書が『海南島誌』（陳銘枢総纂，曾
蹇主 ）として出版された。
　ここでは，『海南島事情第二』（『瓊崖実業調査報告
書』），『海南島事情第三』，『海南島誌』の構成及びその
調査内容を考察したい。なお，『海南島事情第三』は日
本人が作成したものであるが，日中共同開発のための調
査報告書であるため，ほかの報告書と一緒に考察するこ
とにした。
　表 2 から『海南島事情第二』，『海南島事情第三』，『海
南島誌』の各書物に記載されている交通・農業関係頁数
の書物全体の中で占める割合（％）について計算すると，
各々 61％，35％，16％を占めている。『海南島事情第二』
は，海南島の産業を中心とした調査であるため，産業全
般の中，交通と農業の割合が高かった。『海南島事情第
三』と『海南島誌』は，海南島の全般を調査したもので
あるが，交通・農業の占める割合はほかの調査項目より
多いことが明らかである。量的根拠からみると，海南島
調査の重点が交通と農業であったことが分かる。
　また，質的根拠を調査の提言から見ると，『海南島事
情第二』は，「交通」について，「道路を修築するは全国
共通の急務と為すなり而して瓊崖に於て尤も緊要とす」
(7)，「農産」について，「瓊崖の富源は雄厚なれば各種の
実業皆な挙行すべきなり就中農業を以て最も偉大なり」
(8) と記されている。即ち，海南島産業開発に最も緊要な
のは交通であり，最も重要なのは農業である。
　『海南島事情第三』は，海南島の産業，政治，教育等
の全般状況を記述しているが，とりわけ，1908 年華僑
が創設した農業経営を中心とする僑興実業公司を紹介
し，海南島農業に注目していたことがわかる。
　『海南島誌』の「序」では「意を治安，交通二事に措き，
居者をして安堵の便あらしめ」と述べられ，本書の内容
を概括した「凡例」では「土地，交通，経済，農林，塩鉱，
漁牧及びその他の生産事業においてはこれを記すこと特
に詳細を極める」と述べられている。つまり，陳銘枢は
海南島開発を行なうために，まず交通・治安事情の改善
に注目し，農業を含む生産事業の発展を目指していた。
総じて言えば，以上の調査報告書の産業に関する記述頁
数という量的根拠および産業発展のための提言という質
的根拠からみると，海南島開発の中心が交通と農業に
あったと言えよう。
　また，民間でも，海南島産業振興のため，調査会が組
織された。1930 年代，「海南島開発の根拠を得，中国人
の注意を喚起」することを目的とされた瓊崖農業研究会
は，中山大学の海南島籍の教授・学生によって創設され
た (9)。
　瓊崖農業研究会は，海南島開発の資料的根拠を提供す
るために，海南島農業調査を行い，多くの調査資料を残
した。例えば，同研究会主席・林纉春の『瓊崖農村』（瓊
崖農業研究会，1935 年），同研究会会員・林永昕の『海
南島熱帯作物調査報告』（国立中山大学農学院，1937 年），
同研究会の機関紙『瓊農』（計 48 期）等がある。同研究
会は，これらの資料を用いて，海南島熱帯農業資源の魅 
力を強力に宣伝し，中央政府の注目を集めるようにして
いた。そして，1936 年宋子文が海南島開発を行うため
に海南島を訪問した際，林纉春は，「開発瓊崖意見書」
を上書し，交通・農林・水利・農村改良・化黎・国防の
強固など参考価値のある意見を提出した (10)。
　海南島の産業開発に関する調査は，以上のような政府
や学術団体によるものに限らず，民間の実業家によって
も行われた。例えば，王小平という実業家は 1937 年 1
月 16 日から同月 22 日までの短期間に，海南島における
実業創立という目的で，海口，瓊山，福山の熱帯農業の
状況を調査していたことがある (11)。
　以上のように民国時期の海南島調査について，1920
年代の調査は，主に政府側によるもので，海南島産業開
発の参考として，調査の重点が交通と農業に置かれた。
1930 年代は，主に民間によるもので，特に瓊崖農業研
究会が海南島開発の資料的根拠を提供するため，もっぱ
ら海南島の農業に注目し，多数の調査を行い，民国政府
の海南島開発に献策した。政府と民間の調査を総合する
表 2　海南島産業調査報告書の比較
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と，民国時期では主に交通と農業分野の開発が中心で
あったと考えられる。
Ⅳ . 民国時期海南島の開発計画
１.1912 ～ 1929 年海南島政府の開発計画
　民国時期，海南島政府が率先的に計画・実施したもの
は，大陸との交通の要である港湾の建設であった。
　中華民国誕生の 1912 年，督弁の古応芬は，すでに
海口埠頭の建築を計画し，ドイツ技師を雇い，経費を
6000 万元とする築港計画を立てた。しかし，対外借款
が順調に進まず同計画は中止となった (12)。
　同年，古応芬の後を継いだ瓊崖鎮守使鄧鏗は，海口港
の東南方にある清瀾港に注目し，その建設を図った。鄧
鏗は海口港の「不良なる所を見て，ほかの適当な商港を
物色」し，南洋帰来の文昌人等と共に清瀾商埠公司を組
織し，第一期工事として港内の浚渫及び波止場の修築を
行い，浅礁の除去に移ろうとしたが，1913 年の反袁世
凱の第二次革命及び 1914 年の欧州戦争（第一次世界大
戦）の勃発と，南洋各地のゴム・椰子価格の暴落，資金
源の枯渇により，当該工事は中止になった (13)。
　その後，1914 年，海口航政分局が，香港技師に海口
港整備計画を立案させた。また，1919 年孫文が「建国
方略・実業計画」を発布し，海口港を商港に建設しよう
とする計画も出されたが，何れも計画のままに終わった
(14)。
　1928 年，前記海南島全般調査を行なった広東省南区
善後公署委員陳銘枢は，海口港を改良するため，オラン
ダ人を雇い港湾調査を行い港湾建設の計画を立てた。こ
の港湾建設計画により，海口港及びその周辺の道路建設
を行うため，第一期改良建築工程（工事プロジェクト）
が作られた。また，陳銘枢は，海関税務司署技師ストダ
ルドや広東治河処技師ト嘉にも調査を依頼し，意見書を
作成させた (15)。これらの開発計画は，蒸気船入港可能
な水路の整備（浚渫・埋立），50-100 馬力の能力をもつ
起重機船及び曵船の設置など近代的な技術を取り入れた
(16)。しかし，南洋商業の不況と政局の不安により，対外
貿易の枢要である海口築港計画は再び失敗に終わった。
　この時期の海南島農業開発活動で注目されるものは，
主に海南島農事試験所の設置であった。
　1917 ～ 1918 年の間，瓊崖道区に苗圃が設置され，
1921 年に至り，該苗圃は広東第 7 区模範苗圃となり，
多くの苗木を育成した（後に戦乱のためやむを得ず閉鎖
された） (17)。
　1928 年には，南区善後公署は海口南東の那梅村に開
かれた千畝の土地に海南島初の農業科学研究機構「海南
島農事試験所」を創設した。その目的を「研究指導の責
任を負い，将来農林墾植の事業において経営者に裨益す
る所必ず多大なるものあるべく」とし，園芸，農芸，林業，
蚕業，牧畜，虫害，測候，化験等８項目の事業内容を担っ
ていた (18)。同公署は公路分処に命じ，瓊山北門外五公
祠の附近に海南島農事試験所の分所として面積 50 余畝
の苗圃施設をつくり，専ら路樹の苗木を育成し，育苗造
林を行なっていた (19)。同試験所の設置は，近代海南島
農業科学研究の第一歩であると高く評価されたが，農業
研究成果の普及の面では、大きな成果がなかった (20)。
　以上，1912 ～ 1929 年の海南島政府による港湾と農業
開発活動のほとんどは，経済や政治情勢により，計画倒
れに終わった。
２. 1929 ～ 1936 年陳済棠の広東省支配時期の開発計画
　1929 年，陳済棠は，上司にあたる李済深が蒋介石と
の対立の末に軟禁下に置かれると，これを機に蒋介石
に接近し，討逆軍第 8 路軍総司令に任命されて広東の軍
権を掌握した ( 注 2)。陳済棠は，本拠地広東を開発するた
め，嶺南大学農学院教授馮鋭に 1933 年を初年度とする
『発展広東三年計画書』を立案させた。馮鋭は，特に糖
業に力を入れ，広東を五つの庶糖区に分けた（瓊崖を含
む）。さらに，1934 年 9 月，陳済棠は『救済広東農村計
画』を発布し，「熱帯経済林業経営区」の建設及びゴム
を中心として珈琲（カフェー）・椰子等の栽培とその加
工業の設立を提起した (21)。広東開発三年計画書の中で，
海南島建設に関する項目は，主に「第一，交通建設上，
道路の面において，環島公路を完成すること，航運発展
の面において，瓊崖の航政港務を継続整理すること，重
要都市の航空線と長途電話網等を完成すること。第二，
都市建設上，各種の工場の設立，平民医院の設立。第
三，郷村建設上，瓊崖農業建設と荒地の開墾を継続し農
民銀行，消費信用等の合作社の設立」の 3 点であった (22)。
また，陳済棠は，海南島で数万畝の軍墾農場を建設し，
甘蔗・ゴム等の作物を瓊崖の失業農民に栽培させるとと
もに，華僑の投資を海南島に向けさせ，熱帯種植園（プ
ランテーション）を建設させる政策を採った (23)。この
時期の海南島開発は，主に華僑資金の勧誘にあり，一定
の成果（「Ⅴ節 2 農業」に述べる）が得られた。しかし，
陳の開発の重点地域は大陸の広東にあり，さらにその後
陳の下野によって，海南島開発の主要な計画は実現され
なかった (24)。
３.1936 ～ 1937 年宋子文の海南島開発計画
　1936 年，日中戦争勃発の直前に全国経済委員会委員
長の宋子文が海南島史上空前の大開発計画を立案した。
なぜこのような時期になって海南島は中央政府の注目を
浴びるようになったのかについては，以下の外因と内因
がある。
　まず，外因は，日本軍の南進政策による海南島地位の
変化である。1920 年代，日本と海南島の関係は，海南
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島を日本帝国経済圏内に納めようとした「対南支政策」
の一環として主に台湾総督府を中心に構築された (25)。
1930 年代前半，日本帝国内外環境の変化の中で，日本
海軍部内の「南進論」は新たな高揚を迎えることなった
(26)。同年 9 月，北海事件 ( 注 3) が起り，日本軍が一時的に
海南島に駐屯し，日本国内外の海南島への注目が一時高
まった。早くから海南島の経済的・軍事的重要性を認識
していた南進基地・台湾の新聞雑誌も海南島を「南進国
策の重要な足溜らしめよ」(27) と宣伝していた。
　次に，内因は，広東地方の政治的情勢の変化と，海南
島民間の働きによるものである。1936 年 7 月軍閥陳済
棠の勢力下に置かれていた広東地方は陳の下野により再
び国民党中央の支配下に戻り，10 月海南島は広東省第
九行政督察專員区に改められた (28)。このような政治的
情勢の変化と日本という外部の刺激により，海南島地方
の郷紳や有識者（知識人）は，国民党政府中央に積極的
な海南島開発を要請していた ( 注 4)。その後，軍政部次長
兼広州行営副主任陳誠・広東綏靖余漢謀も行政院に電報
を送り，「瓊崖が両広と深く関わり，特区設立の必要が
ある」(29) とすすめた。
　以上のように，海南島を南進政策に組み込もうとする
日本の意欲は，中国国内で海南島開発の要望を高潮さ
せ，これが民国中央政府の海南島開発の引き金となっ
た。加えて海南島民間の積極的な請願と広東省政府の応
援により，ついに宋子文を首長とする全国経済委員会
は，海南島開発の準備に着手した。
　宋子文が最初に取った行動は，海南島開発に必要な資
金の調達と中国南部に影響力をもつ英国からの支持獲得
であった。1936 年 11 月 23 日宋子文は香港のカルデコッ
ト総督（Sir Andrew Caldecott）と会談し，「粤漢鉄路を中
心とする揚子江以南の英国の経済的勢力の膨張を期待す
ると共に海南島の開発に就き英国側に呼掛け」(30) てい
た。2 日後の 1936 年 11 月 25 日，宋子文は，海南島開
発問題を急速に具体化することを主要任務として南下
し，本島の開発について当地の記者に「海南島の豊富な
熱帯資源・物産を大陸に輸出するために本島交通の改善
に尽力し，海南島熱帯資源の開発によって，貿易の入超
を減らし財政上の負担を軽減する」といった旨の談話を
出した (31)。これに対して，日本側は，今回の宋子文の
海南島考察を日本の南進策を牽制するためのものと捉え
ていた (32)。
　翌 12 月の初に，実業次長程天固，凌道揚等を代表と
する瓊崖考察団が組織され，さらなる海南島調査を行っ
た。この調査によって，海南島中部の那大市と万寧県南
市を中心とするゴム・鉱業・農林業は「将来の収穫は必
ず見るべき価値がある」と認識された (33)。同調査に対
して，『台湾日日新報』は，同島の油田，交通の開発に
つき広東政府当局と更に具体案を企画し，中国側は，資
本金 3 千万ないし 5 千万元の官民合弁海南島開発公司の
創設を目論んでいる (34) と報道し，民国政府による海南
島開発を注目しつつあった。
　前後 2 回の調査と全国からの瓊崖開発の要望により，
最初に行動を起こしたのは，中華棉産改進会であった。
本会は，棉花栽培に適応する海南島に注目し，詳細な瓊
州島棉植計画案を立て，国民政府当局に該計画案を採用
するように要請した (35)。さらに，上海永安公司経理は，
永安紗廠経理郭順に海南島を考察させ，海南の北西部新
墟に土地 2 万畝を購入し，棉花を試作させた (36)。
　ついに，中華民国政府の全国経済委員会議において海
南島開発の議案が本格的に討論されるようになった。ま
ず，1937 年 5 月 3 日行政院は瓊崖劃特区（海南島を特
区にする）討論会（第一次）を開催し，参加者は財政，
内政，軍政 3 部の代表者からなり，青海，寧夏，西康等
の先例を参照し，海南島を特区とする方案を立て，実業，
交通，鉄道三部及び全国経済委員会と協議し，海南島の
各種経済建設と海港建設の初歩的計画を立案した (37)。5
月 22 日，実業部は交通・鉄道両部と全国経済委員会を
集め，上記の初歩的計画を協議討論した。交通実業開発
方面においては，実業部は政府・民間及び外国の資本を
利用し，資本金 5000 万元を有する広東鉄路公司を設立
し，海南島内での道路・港湾の開発特権を与えることを
討論した (38)。
　5 月 27 日，上記の協商結果は全国経済委員会秘書処
の承認が得られた。さらに，この協商結果により，全国
経済委員会は，公路（道路）建設に関して，全島の国防
を強化し，地方経済を普遍的に発展するため，「西南部
の開発を促進し，黎地を開発し，東西南北を連結する路
線を構築し，海岸部と内陸部の重要物産地との交通連絡
を強め，全島の道路管理を改進する」ように指示し，水
利建設に関して，「海口港と繋がる南渡江の浚渫，新港
附近の内河整備を行い，灌漑事業と農業の改進とを併せ
て行ない，文昌，瓊東，臨高から着手する」との具体策
を制定した (39)。
　道路・水利・実業開発計画のほかに，鉄道部は，海南
島の鉄道・港湾開発の計画を制定した ( 注 5) 。
　このように，全国経済委員会と国民政府実業部・交通
部・鉄道部三部の協議による海南島開発の要綱は，「①
開発機関の設立，②交通建設，③農林建設，④水利建
設，⑤農村建設，⑥黎人の開化」について制定された (40)。
この海南島開発計画は，鉄道で南北を繋ぎ，農業を主と
する産業全体の発展を図った計画であった。
　1936 年 11 月から全国経済委員会において海南島開発
の議論が行なわれ，具体的な開発政策が以上のように制
定されたが，開発を具体化するために，宋子文は英国に
投資の勧誘を行なうと共に，香港・広東の銀行業者から
も資金の調達にも尽力していた (41)。
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　開発計画からみると，宋子文が率いる全国経済委員会
は，海南島の開発を島内交通の整備，対大陸の港湾建設
及び熱帯作物資源の生産といった一貫した開発方策を制
定していたことが分かる。この開発方策は，1920 年代
の調査および開発計画とほぼ一致しており，その重点が
交通と農業（熱帯農産品の生産）にあったと考えられる。
しかし，海南島開発が緒についたばかりの 1937 年 7 月
に盧溝橋事件が起り，民国政府による海南島開発はやむ
を得ず中断され，ほとんど実施されなかった。
　以上の経緯により，海南島開発は中断されたが，宋子
文は，1936 年の最初の視察から 1 年あまり海南島開発
のための専門の開発公司を創設し，千万ないし億単位の
投資を調達できるように措置し，海南島開発に熱意を
持っていたことが明らかになった。
　宋子文に対する評価については，中国国内では一定で
はないが，一般的には「憑借権勢，中飽私嚢（権力を行
使し，金銭を着服する）」( 注 6) との悪評価が主流である。
しかし，海南島の人々は，現在に至っても宋子文の海南
島開発を惜しむ気持を抱いており，宋子文に感謝してお
り，比較的高い評価を与えている ( 注 7)。
　以上 1912 ～ 1929 年海南島政府による開発時期・1929
～ 1936 年陳済棠の広東省支配時期・1936 ～ 1937 年宋
子文の海南島開発時期，不安定な政治状況により，海南
島開発計画は最初から実施されていない，あるいは途中
で中断されたが，本島の交通と農業の面において，幾つ
かの開発成果が残された。この開発成果について次節で
述べよう。
Ⅴ . 民国時期海南島開発の成果
１. 交通
　民国初期の海南島の交通状況は，非常に遅れており，
大部分の道路が不通であったが，1920 年代から 30 年代
にかけて，交通運輸業は大きく発展し，陸運・海運・空
運が一斉に発展する趨勢が出現した (42)。
　陸上交通について，海南島の道路建設は 1909 年から
始まり，最も早く建設されたのは，府城から海口間の
3.5km の官路であった。その後，1919 年瓊崖国民政府は
その道幅を広くした。1921 年瓊崖善後処は「民弁普通
車弁法」を発布し，1922 年瓊崖全属公路分処を設立し，
爾後公路局に改め，道路建設の管理を強めた。1921 年
瓊崖国民政府は，『広東全省公路処擬訂各属民弁普通車
路暫行章程』，『広東省公路処暫行修築公路建築法規則』
および『地方人民集資筑路弁法』を発布し，商人，市民
から資金を集め道路を修築することを奨励し，修築後一
定の特権を与えた。政府の奨励政策の下で，海南島の商
人や華僑は次々と資金を集め，道路を建設し，運輸業を
営んでいた (43)。このような道路管理機構の設立や道路
法の制定により，道路建設は迅速に発展していった (44)。
1928 年に至り，全島で修築された道路は瓊文（文昌）・
文東（瓊東）・臨澄（臨高・澄邁）・瓊定（定安）などの
幹線，計 800km であった。次に環島公路が開鑿されは
じめ，海口を始終点とする環島道路が 1935 年に完成し，
その距離は 850 km に達し，本島最長の道路となった (45)。
1938 年に至り，海南島道路の全長は 3427.1km に達し，
その中には，官弁道路は 1097.8km，民弁道路は 2329.3Km
であった (46)。民弁道路が全長の 68％を占めており，民間
商人・華僑は海南島道路建設の主力となった。そして，
陸上運輸業の発展は海運，空運の発展を促進した。
　海上交通について，海南島には，主に古来最大の貿易
港の海口港と，将来もっとも有望な港の榆林港・清瀾港
を代表する数多くの港湾があった。海口港は多くの暗礁
があり不便な港とみなされていたが，雷州半島に接し大
陸交通の要衝であること，及びその背後にある大きな大
平野は最も富有なる所で物産が多く，南渡江の運輸交通
の利があることにより，海南島唯一の貿易港として位置
づけられた (47)。1920 年代，日仏英独等の商人および香港，
バンコクの華僑富商が 1000 ～ 3000 トンの大型運輸船を
行使し，海口港から広州・香港・海防（ベトナム北部）・
北海・南洋等までの長距離線路を経営していた (48)。清
瀾港は文昌県城の東南に位置し，経済中心の海口と嘉積
に近く，バス交通が開かれていた。この港は，本島良港
の第一候補であるとされた。その理由は，港湾の修築が
比較的容易であり，東アジアと欧州及び南洋の基幹航路
に近く，その背後には富有な北部平原があり，清瀾渓の
内河交通の便もあり，更に交通が整備されれば，その発
展が期待されるとされていた (49)。楡林港は，フランス
領「インドシナ」と相対峙し，遠洋航海の帆船は本港に
寄港するのが通例であり，軍港として最適港である (50)。
その背景には，楡林港の経済力は北部の諸港に及ばない
が，「漁業製塩製糖の事業が殷盛に向かいつつあるから，
前途多望」であるとされていた (51)。　
　しかし，Ⅳ節において既述したように多くの築港計画
は最初から実行されない，あるいは途中から中断された
ため，大きな成果はなかったと考えられる。
　航空路については，1934 年に，資本金 60 万元を持つ
官民合弁の西南航空公司が広東線を開き，広州，茂名，
海口，北海の間に週 2 回，貨物と客の輸送を行なってい
たという状況であった (52)。
　以上の交通に関わる成果をまとめると，道路建設・管
理の職責をもつ政府の道路機関が設立されたものの，ほ
とんどの道路は，民間商人・華僑の出資によるもので
あった。海南島史上初の環島道路の完成というべき道路
開発の成果は，最も顕著であった。港湾開発は，常に貿
易，経済と連携して行なわれた。その成果はあまり見ら
れないが，海口港の海上運輸においてのみ 2000 トン以
上の大型船の入港が可能であったことが，少なくとも海
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南島港湾建設の成果としてあげられるのではないかと考
える。
２. 農業
　民国時期，海南島の農業生産は，水利施設の欠乏によ
り，農田のほとんどは望天田（雨水灌漑田）であり，粗
放な耕作，旧式な生産道具，劣悪な品種により，農業生
産量が低かったとされている (53)。しかし，1930 年代華
僑による熱帯経済作物の栽培成績と瓊崖実業局の品種改
良等の活動は，以前の農業形態とは異なり，注目される
ところであろう。
　まず，華僑の農業開発活動としてもっとも注目される
のは，東南アジアで経済団体が組織され，海南島の経済
建設を支援していたことである。1936 年 1 月南洋華僑
は，イギリス領馬六甲瓊州会館で会議を行ない，実業公
司を組織し熱帯栽培業への投資を提案した。後に同華僑
は広東民政長官林翼を訪問し，政府側の協力を得た。同
年 2 月南洋華僑は，「南洋華僑帰瓊墾荒，建帰僑郷 弁処」
を組織し，ゴム業及びその他の実業を興した。同 3 月シ
ンガポール民衆経済発展有限公司が海南島に実業考察団
を派遣し，「瓊崖整個実業股份有限会社」を創立し，海
南島熱帯資源の開発に目的を置いた。
　次に，陳済棠の広東省支配時期（1929 － 1936 年）の
1932 年に広東省政府の建設庁長林雲 が発布した「瓊崖
事業局組織章程」をみると，1933 年 5 月瓊崖実業局が
設立され，海南島の農林資源の開発にあたることになっ
ていた。
　瓊崖実業局は農業科及び工商科の 2 科に分かれ，「①
糧食ノ生産増加並種子ノ改良，②牧畜生産ノ増殖並品質
ノ改良，③漁業ノ採捕法並製造法ノ改良，④棉麻ノ試植
並改良，⑤地方特産樹脂ノ増植並改良，⑥各種農業，工
業品ノ製造，⑦製塩ノ製造」等七箇条の先行経営事業方
針を定めた (55)。この経営方針により，同局は海口小南
門外・文昌・崖県・儋県に分場を設け，農事実験を行い，
台湾やジャワ等の甘蔗優良種や南洋のゴム樹 5・6 万株
等を栽培した (56)。また，海南島外の各地から米の優良
品種を収集し，比較試験の結果「東莞白種」を選び，優
良成績を挙げた (57)。
　最後に，この時期の農業開発成果を統計した『海南省
誌』の農業生産の内容を取り上げると，おおよそ以下の
通りである。
　1931 年全島の甘蔗栽培面積は 20 万畝（13332ha），砂
糖の生産量は 20 万余担（ 1 担＝ 50Kg，約 1 万トン），
毎年の紅糖の輸出量は 6 ～ 11 万担（3000 ～ 5500 トン）
であった。1934 年，華僑の投資により，熱帯経済作物
のゴム業が安定・楽会・文昌等地に広がり，全島で合
計ゴム園 94 箇所，面積が 9000 畝（600ha）に達した。
1935 年全島合計 69 箇所，面積 5763 畝（384.2ha）の珈
琲園が建設され，珈琲の生産が著しい発展を遂げ，特に
文昌に集中し，年産量は 0.85 トンに達した。全島の耕
地面積が 461.64 万畝（30.8 万 ha），水田 208.46 万畝（13.9
万 ha）で，耕地面積と総生産量の中，瓊山県は全島水
稲面積の 28％，文昌県が 14％を占め，定安県が 14％，
産量は各々 27％，13％，12％を占めており，これら 3
県の農業生産が比較的に良好であった (58)。
　以上の農業成果を考察すると，海南島の農業開発は，
民間企業（華僑）と政府（試験所）の両方によって推進
され，若干の農業生産成果をあげたことが分かる。しか
し，1930 年代初頭から 1939 年日本に占領される前にお
いては，海南島は毎年多量の外国（タイ・ベトナム）米
を輸入している現状（図 1 海南島外米輸入量）(59) により，
海南島内における農作物の増産，栽培面積の拡大が見ら
れず，民国時期の海南島農業開発の成果が小さかったと
言えよう。
　しかし，華僑による熱帯経済作物のゴムや珈琲農園と
いうプランテーション農業の出現，または政府主導の水
稲・甘蔗の品種改良という西洋技術を用いた近代的な農
業開発活動の出現により，民国時期の 1930 年代から海
南島農業が近代化の道をすでに歩み始めていたと言え
る。換言すれば，民国時期は海南島農業近代化の萌芽段
階にあった。
Ⅵ . 民国時期海南島開発の特質
　中華民国時期の海南島の交通・産業（農業を中心に）
開発の成果を，より明確にするために，文末の図 2 清朝
末期・民国時期・日本占領時期海南島の交通産業略図を
参考にしながら，清朝末期と日本占領時期と比べて，考
察してみたい。
　清朝末期の清仏戦争（1883-1885 年）後，海南島では
大規模な黎漢農民暴動が起り，欽廉防務提督馮子材はそ
の鎮圧に兵を率いて海南島に入った。その後，黎族の反
乱に対して，馮子材と両広総督の張之洞は「内綏黎客，
外籌海防（対内：黎族安寧，対外：沿岸防衛）」の海南
島統治方針を出した (60)。さらに，張之洞は「縦横貫通
黎境，為漢黎貿易往来道路也」（黎境を縦横・貫通し，漢・
黎貿易往来の道路と為す）と考え，五指山附近の水満峒
を交差点とする「十字路」を修築した (61)。その後，瓊
州が開港地とされたものの，港湾建設等の開発活動は，
まったく見られなかった。
　民国時期の交通農業開発成果は，Ⅴ章に述べたよう
に，全島を貫通する環島公路が建設され，また豊富な熱
帯経済作物の生産地（米・甘蔗・ゴム）を擁する沿海港
湾が進められており，国防建設と深く関わる南北鉄道も
計画された。
　日本占領時期には，海南島開発の重心は，南部に移り，
海南島上陸戦争で破壊された既存の環島道路が修復され
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た (62)。日本南進の重要な補給港としての楡林港と石碌
鉄鉱の搬出港としての八所港の港湾開発が進められ，新
しい都市建設「楡林都市計画」も制定され，石碌鉄鉱・
田独鉄鉱と結ぶ海南島初の鉄道も建設された (63)。
　以上三時期の開発状況からみると，清朝末期の交通建
設が漢黎貿易のために主に山間部で進められてきたに対
し，民国時期の海南島開発は，国防建設の一環として，
島内物資運輸を円滑にするための環島公路とこれらの物
資を大陸に輸出するための港湾建設が中心であった。ま
た，日本の海南島開発は（特に南部において）鉄鉱・燐
鉱などの鉱産資源の開発とそれを運搬するための鉄道・
港湾開発が急速に進められてきた。
　民国時期の海南島開発計画は，日本占領時期の開発に
どのように影響したのかについて，資料的根拠がないた
め，詳細は不明である。ただ，民国時期は，主に海南島
の農業人口・作物種類などの農業概況を調査した。日本
占領時期は，民国時期の調査を参考資料として，さらに
土壌調査・適地適作・時勢に応じた農業政策のための
具体的な農業調査を行なった。即ち，民国時期の調査
資料は日本占領時期の基礎データとして用いられた (64)。
民国時期の海南島開発と日本占領時期の海南島開発は，
各々その目的（国防，南進基地）が異なっていたが，民
国時期の開発は同調査データが継承されたという点で日
本占領時期の開発に影響を与えていたと言えよう。
　さらに，前記の各時期の内容を比較すると，清朝時期
の開発は内陸部の道路建設に限られていたが，民国時期
の開発は海南島内に限られず，中国華南地域の国防の最
前線として行なわれた。日本占領時期の開発は，中国の
範囲を越えて，台湾―「南支」（海南島を含む）―南洋
という南進政策の一環として行なわれた（注 8）。したがっ
て，海南島開発は，海南島内から中国華南地域，さらに
東アジア（東北，東南アジアを含む）へと海南島に対す
る位置づけ・役割が広がり，海南島の重要性は徐々に増
加していたという歴史的関連性があった。
Ⅶ . おわりに
　民国時期の海南島開発は本島の不安定な政治情勢の下
で行なわれてきた。本稿は，まず，民国時期広東省政府
（李壽如・彭程万・陳銘枢）と民間の学術団体・瓊崖農
業研究会の海南島調査報告書に対する量的・質的考察に
より，海南島開発計画の重心は交通と農業という二点に
あったことを指摘した。次に，① 1912 ～ 1929 年海南島
政府による開発時期，② 1929 ～ 1936 年陳済棠の広東省
支配時期，③ 1936 ～ 1937 年宋子文の海南島開発時期と
いう三つの時期の開発計画を述べた。最後に，海南島交
通と農業開発の成果を考察し，清朝時期・民国時期・日
本占領時期の海南島開発に対する比較を行ない，民国時
期の海南島開発の特質を明らかにした。
　各時期の海南島開発計画と成果を改めて整理すると，
以下のとおりである（表 1 を参照）。
　①　1912 ～ 1929 年の海南島政府による開発時期，交
通面では，近代的な技術（蒸気船，起重機）を取り入れ
た港湾開発が行われ，2000 トン以上の大型船の入港が
可能となった。農業面では，農業試験所は設置され，近
代海南島農業科学研究の第一歩を歩みだした。
　②　1929 ～ 1936 年の陳済棠の広東省支配時期，華僑
による海南島開発の積極的勧誘および瓊崖実業局の成立
により，1930 年代海南島の農業が経済作物の栽培が盛
んになったが，食糧の自給自足が達成されず，農業開発
の成果が小さかった。ただし，華僑によるモノカルチャー
農業経営と瓊崖実業局による品種改良の出現から，民国
時期は海南島の農業近代化の萌芽段階にあったと位置づ
けられる。
　③　1936 ～ 1937 年宋子文の海南島開発時期，民国時
図 1　海南島外米輸入量
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期最大の交通・産業開発計画が制定されたものの，その
ほとんどは計画倒れに終わった。この開発計画からみた
宋子文の海南島開発の意図は，海南島を国防兼経済作物
の移出基地とすることであった。そして，宋子文の海南
島開発に対する十分な熱意と努力があったことから，従
来悪者とされた彼の評価は，少なくとも本稿では肯定的
であった。
　さらに，清朝末期・中華民国時期・日本占領時期の海
南島開発を比較した結果，民国時期の海南島開発は，清
朝時期より大きな発展を遂げた一方，後の日本占領時期
の開発基礎をも築いた。海南島開発の位置づけも，時期
によって変化し，その重要性も増していった。海南島交
通開発の面では，中華民国時期と日本占領時期は，環島
道路の建設という点で，一定の歴史的継続性があった。 
　従来の研究は，特定の時期（上記の①②何れの時期）
あるいは特定の側面（華僑の海南島開発・瓊崖農業研究
会の活動）から海南島開発の状況を考察し，華僑による
海南島農業開発（新式の農企業）は，海南島農業に大き
く貢献したと述べている。本研究は，これらの研究成果
を継承・発展し，華僑によるプランテーション農業の出
現は，海南島農業近代化の特徴の一つであると指摘した。
　さらに，本研究は，1912 ～ 1937 年抗日戦争勃発まで
の民国時期の海南島開発を対象に，政府と民間（華僑）
双方の海南島開発（計画・成果）を総合的に考察し，清
朝末期，日本占領時期の開発と比較した結果，民国時期
の海南島調査開発は本島の近代的発展の基礎となり，「承
上啓下（過去の時代の成果を受けて，次世代に継承させ
ていく）」という歴史的な意義があったと結論した。
　また，戦前期日本占領下に置かれた中国の各地域の政
治経済史では，それ以前の民国時期と日本占領時期の開
発と関連して歴史的な考察が行なわれたことがなく，歴
史の断裂性や継続性といった歴史的視点が完全に無視さ
れていた。日本の占領地であった中国各地方（海南島）
の産業発展を通史的（清～現代）に研究する本研究は，
歴史学研究分野では，これからの新たな研究視座になる
ことが期待される。
　最後に，本研究の教育実践学に関わる意義を述べた
い。高等学校の世界史教科書においては 1937 年 7 月の
盧溝橋事件をきっかけに日本は中国における軍事行動を
拡大したが，中国は同年 9 月の第 2 次国共合作（中国国
民党と中国共産党）による日本との全面的交戦状態には
いり，またアメリカ・イギリス・ソ連の援助を受けて交
戦した。日本は日独伊三国同盟を結成し，1941 年より
太平洋戦争に突入した。日本は開戦後，「大東亜共栄圏」
をとなえフィリピン，ミャンマー等で親日政権を樹立し
たが，現地で反感を受ける共に，ミッドウェー海戦大敗
後，戦争の主導権を失い，1945 年敗戦となったという
政治的な記述になっている (65)。
　世界史教科書では日中戦争・太平洋戦争時期の中国国
民党の経済政策及び日本の中国占領地域における経済政
策についての記述は全くない。本稿において，中華民国
政府（中国国民党）による海南島の農業調査・開発計画
は中断に終わったといえ，戦争遂行のための経済的基盤
建設を目的としていたこと，また，日本も占領地海南島
において経済建設を行い交戦していたという，経済的側
面から見る日中戦争・太平洋戦争の実態を明らかにし
た。すなわち，日中両国とも日中戦争において経済建設を
行ないつつ交戦していたという事実を明らかにした。この
研究成果は世界史教材研究の基礎資料となると考える。
　海南島農業近代化の歴史的プロセスの解明という目標
の中，民国時期は海南島農業近代化の萌芽段階であっ
た。しかし，それ以降の日本占領時期と新中国初期の海
南島農業開発は，どのような位置づけになるのかについ
ては，本稿では明らかにできなかった。上記各時期の開
発実態及び農業近代化に不可欠とされる農業教育の実態
等を明らかにし，全面的な比較研究を行なうことが今後
の課題である。
―注―
1      民国時期の海南島の政局不安定について，張興吉は，
主な原因は「全国の政局，特に広東政局の変化により，
海南島内部の政局も変っていく」と述べ，具体的原因
は「海南島内統治権をめぐる戦乱，革命の影響，島内
民間人の紛争，島内の土匪と海賊」などを挙げている
（張興吉『海南歴史文化大系　歴史巻』，海南出版社 /
南方出版社，pp.63-83，2008）。
2     陳済棠，中華民国の軍人。国民政府（国民革命軍）
に属し，民国時代に広東省を統治した西南派の一員
である。日中戦争（抗日戦争）勃発直前まで，蒋介
石と対立していた。（李静之「陳済棠」中国社会科学
院近代史研究所，『民国人物伝 第 3 巻』，中華書局，
1981）。
3     北海事件とは，1936 年に起きた中国広東省北海にお
ける殺人事件である。1936 年 9 月 3 日の夕方，北海
に長く住まう薬種商の日本人中野順三が暴徒により殺
害された。日本は軍艦を派遣，また調査員を送り，現
地調査を行った（若林修史「北海事件」『台湾時報』
1942 年 12 号）。
4     同年 11 月，文昌県清瀾商会主席翁冠千が，黎境道
路の修築による黎族の開化・開墾保護隊の設立・清瀾
商港を首とする港湾建設などの建言を含めた「開発瓊
崖陳意見書」を立案し，広東省政府財政庁を通じて，
海南島出身の全国経済委員会委員長・宋子文に提出し
た（「民国時期計画開発海南島的一組史料」，中国第二
歴史档案館，『民国档案』第 3 期，pp.15-18，1992）。
5      本島の鉄道は，那大を起点とし，馬 港，瓊山，文昌，
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嘉積，万寧，陵水を経て楡林港を終点とし，総長 450 
km に達する。那大は鉱産・森林の産出地で，馬 （新
興港）楡林両港は鉄道と同時に修築し，船舶出入の埠
頭とする。港湾建設は，馬 港には防波堤 1 ヶ所，停
泊埠頭 1 ヶ所を修築し，楡林港には停泊埠頭 1 ヶ所を
修築する。両港とも 5 千トンの汽船 6 隻を停泊するこ
とができるようにする （中国第二歴史档案館「民国時
期計画開発海南島的一組史料」，『民国档案』第 3 期，
p.15，1992）。
6     宋子文について，「憑借権勢，中飽私嚢（権力を行
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的に言われている（王松・蒋仕民・饒方虎『宋子文伝』，
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海出版社，2003 年）　第二編「瓊崖国民政府」pp.37-
40。調査開発活動・成果一覧は著者が本稿の内容をも
とに入れたものである。なお，1939 年以降は本稿の
考察対象外であるため記していない。
表 2      『海南島事情第二』（台湾総督府官房調査課 ,1921），
『海南島事情第三』（台湾総督府官房調査課，1922）， 
陳銘枢『海南島誌』（上海神州国光社発行，1933）を
参考して，筆者が作成したもの。なお，『海南島事情
第三』，『海南島誌』は，海南島の全般を調査したもの
であるため，本稿考察の中心である産業以外に，政治，
人口，民族等を「其他」の項目に入れており，その割
合が 50% 以上を占めているわけである。
図 1　 吉川兼光著『海南島建設論』，大阪屋号書，1942 年，
pp.127‐128 を参考して，筆者が作成したもの。図中
に米輸入担数の増減幅は，不作・豊作と関わっている
が，本図は，主に 1939 年以前外米に頼らない年はな
かったことを示したいものである。
図 2　元図は，1926 年の海南島地図（前掲『海南省誌』
（2003）），図中に付け加えた文字と線は，『海南省誌』
（「交通誌」，「政府誌」，2003），中原利一『海南島』（南
方産業調査会編，1941），鍾淑敏「植民與再殖民――
日治時期台湾與海南島関係之研究」（『台湾大学歴史学
報』31，2003）を参考にして，筆者が作成したもので
ある。
 
 
 
－ 181 －
図
2：
清
朝
末
期
・
民
国
時
期
・
日
本
占
領
時
期
，
海
南
島
の
交
通
産
業
略
図
　
